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〔論文〕

経理・財務部門の最適規模

日本企業の実態調査一

佐藤康男

ているが，基本的に筆者のこの問題に対するスタ

ンスはつぎのようになっている。まず，スタッフ

部門のホワイトカラー生産性は，すでに述べたよ

うにアウトプットの測定が困難なので－不可

能とはいえない－その企業だけで生産性が高

いとか低いとか，あるいは経理・財務部門の人数

が多いとか少ないということはできないM)。

それではどのようにして，経理・財務部門の最

適サイズを決定できるであろうか。本稿では，こ

れらのスタッフ数は企業規模によって異なるであ

ろうという前提に立っている。そして．その場合

の企業規模とは売上高と従業員数で示される。

本稿での第二の前提は，経理・財務部門の規模

は業種によって異なるであろうという点である。

後述するように，メーカーと商社を比較しても，

売上高と従業員の数も異なるし，経理・財務部門

の人数も異なる。また，同じメーカーでもやはり

業種によって違うと考えられるので，本稿でもそ

れによって検討することにしたい。

企業規模，業種以外にも，企業の経営システム

によっても状況は異なるといえる。それについて

の詳細は後述するが，これらの要素を考慮しては

じめて，自社の経理・財務部門のスタッフ数が多

いか少ないかが判定できると思われる。

（１）縦者の少ない会社経験からいっても，経理部

ｉＩｌＩに従噸している人間の「作業効率」はおどろく

ほど客観的に見えるものである。それは部門の性

格からして月次決算のための作業ネットワークが

jllii立きれており．しかもそれらの作業をＯＪＴで教

育するために順次経験するシステムになっている。

したがって，個々人の能力によって，その作業効

率は一目瞭然となっている。

はじめに

バブルの崩壊とともに，日本企業はリストラと

いう名目のもとで人員削減を行ってきたが，その

対象は中商年のホワイトカラーに向けられてきた。

なかでも，生産部門や営業部門のようなライン部

門は，生産や売上に直結するので“利益を生む人

達'，とみなされているのに対して，総務・経理・

財務・企画部門などのスタッフ部門は，ライン部

門のあげた利益を“食い潰す人達，，として問題視

されてきた。したがって，この二，三年のリスト

ラの対象はまさにスタッフ部門のホワイトカラー

に向けられてきた。

ライン部門に比べてスタッフ部門に厳しい眼が

向けられるのは，仕事の内容が他の部門にわから

なく，透明性に欠ける点が多いことである。たと

えば，生産部門や営業部門の生産性はｌ人当たり

の生産高や売上高によって示されるが，スタッフ

部門はそのような指標はもっていない。

新聞報道などで，日本のホワイトカラーの生産

性の低さなどが指摘されることがある。しかし，

そのような場合でも対象とされるスタッフ部門の

生産･性の測定方法が示されることはない。スタッ

フ部門のアウトプットの測定ができないのである

から当然である。

とくに，アメリカのホワイトカラーと比較して

日本企業のホワイトカラーの生産`性は低いのでは

ないかという指摘がなされることがある。その場

合の根拠としては，従業員１人当たりのパソコン

台数の低さとか，インターネットの状況が遅れてい

るとか，残業時ＩｉＩｊが多いとか，会議時ＩＭｌが多いこ

となどがあげられることが多い。しかし，これら

の指数ではホワイトカラーの生産`性を正確に測定

できないし，あまりにも表面的な珈象にすぎない。

本稿はホワイトカラーのなかでも，とくに経理

および財務部門の適正規模について述べようとし

１．研究アプローチ

最初に，本稿でとる研究アプローチの方法につ
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いて明らかにする。その大枠となるiii提について

はすでに述べたので，ここではそれらをいくぶん

詳しく明らかにしたい。

（１）企業規模を表わす二つの指標一売上

高と従業員数

本稿では企業規模は売上高と従業只数の二つに

よって表わしているが，同時に両者の相関関係も

調べている。しかし，つぎのような問題が生じる．

まず，業種によって異なることが予想される。た

とえば，総合商社である三菱商事，三井物産の従

業員総数はそれぞれ10,000人，8,000人であり，

両社の売上高は14兆円から15兆円（いずれも93年

実績，以下同じ）である《'１．ところが，トヨタ，

本田技研工業の二つの自動車メーカーをみると，

従業員総数はそれぞれ70,000人，30,000人であり，

両社の売上高は８兆円，2.5兆円である。商社と

メーカーでは，かなり異なっていることは明白で

あろう。

同じメーカーでも業種が異なれば，やはり売上

高と従業貝の関係も違う。周知のように，Ｈ本の

自動車メーカーは，下請企業から部品や半製品を

購入し，親企業の工場で組み立てるのが一般的で

ある。したがって，親会社の付加価値は低く－

企業によっても異なるが，１５％から20％くらい－

従業員１人当たりの売上高は高い。

日本を代表する二つの総合電機メーカーをみて

みよう。日立と東芝の従業員総数はそれぞれ75,000

人，73,000人であり，売上高は3.7兆円，3.3兆円

である。同じメーカーであっても，自動車メーカー

と比較すると付加価値が高いので従業員１人当た

りの売上高は低くなっている。

これは内製と外製の比率一般近の流行語で

いえばアウトソーシングーによって，売上高

と従業員数の関係は大きく異なることを示してい

る。いま，日米を代表する二つの自動車メーカー

であるトヨタとＧＭをとりあげてみよう。毎年

発表される「フォーチュン」誌･世界企業500社番

付の95年版によると，ＧＭは連結売上間がおよそ

15兆円－１ドル100円で換算一で，日本の総

合商社に次いで５位にランクされている(2)。他方，

トヨタは連結売上高がおよそ8.8兆ｌＵで11位にラ

ンクされている。

しかし，両社の従業員総数をみると，ＧＭの6９

万人に対してトヨタは11万人にすぎない。ＧＭの

売上ﾄﾞliはトヨタの1.7倍にすぎないが，従業員総

数は6.3倍となっている。この一因は，よくいわ

れるように米国の自動車メーカーの内製率の高さ

であり，とくにＧＭはそれが顕著である。

しかし，同じ自動車メーカーでもクライスラー

と本田技研工業を比較すると差異はない。クライ

スラーの連結売上高は5.2兆円で従業員総数が１２

万人であるのに対して，本田技研工業はそれぞれ

４兆円，９万人である。したがって，クライスラー

は売上闘い従業員総数とも本田技研工業の1.3倍

となっている。

それでは，このような違いはどのような原因に

よるのであろうか。ひとつの大きな理由は単独か

連結かによって異なる。前掲の国内企業の数値は

売上高，従業員総数とも親会社単体のものである。

(したがって，関連会社一連結対象会社および

持分法適用会社一から部品や半製品を購入し

ても，従業員数は増えないので，結果として１人

当たり売上高はかなり高くなる。

それに対して「フォーチュン」誌500社番付の

ベースとなっているデータは連結である。したがっ

て，関連会社の従業員数は合計されるので１人当

たりの売上高は大きくならない。

売上高と従業員総数の関係が業種によって異な

るもうひとつの例は，建設業の大手ゼネコンがあ

げられる。周知のように，日本にある大手ゼネコン

は欧米にはない独特の形態をもつ総合建設会社で

あり，下請企業および関連設備会社の仕事をも含

めた一括契約を旨としている。したがって，当然に

売上高に比して従業員数は少なくなる。たとえば，

大成建設の売上高は1.8兆円--94年３月一，

従業員総数は13,000人であり，大林組はそれぞれ

1.6兆円，12,000人である。

また，日本企業の数値を単独でみると，経営組

織あるいは経営方針によって，同じメーカーでも

状況は異なる。たとえば，本田技研工業は研究開

発部門は別会社になっているので，その従業員は

含まれない。また，最近みられる傾向は，不採算

部門を別会社にしたり，間接人員を関連会社に出

向させることによって従業員数を減少させる政策

である。このようなことは，わが国では依然とし

て単独決算が主であり，連結決算が従たる地位に
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あることから生じる弊害である。

また，メーカーでも営業形態によって従業員数

は異なる。もし，自社の製品をエンドユーザーに

直接販売する営業方法をを採用しているならば，

代理店制度によって販売している会社よりも従業

員数は多くなるであろう。

これまでの記述からも明らかなように，企業規

模の指標として売上高と従業員数を用い，両者の

相関関係をみる場合には，業種によって異なるこ

と，内製と外製の比率を考慮すること，さらには

組織形態，営業形態および経営方針の違いなどを

検討することが必要である。もちろん，母集団が

多ければ，業界の規準からはずれる会社も標準化

されることになるので全体としては問題は小さく

なる。

（２）企業規模と経理・財務部門の人数

本稿で最適な経理・財務スタッフ数は，企業規

模と関連があるという仮定にもとづいて出発して

いる。そして，企業規模を表わす指標として売上

高と従業員数を用いるのであるから，分析の順序

あるいは方法はつぎの三つになる。

・売上高と経理・財務部門の人数との間に相関

があるかどうかを分析する。

・従業員と経理・財務部門の人数との間に相関

があるかどうかを分析する

・経理・財務部門の人数が，売上高と従業員数

の二つを独立変数とした場合，相関があるか

どうかを分析する。

が，昨今のリストラにより財務部だけに統合して

しまった新日鉄のような例もある。さらに，経理

部の代わりに経営企画部のような名称をもつセク

ションで，経理・主計の仕事をしているアサヒビー

ルのような企業もある。しかし，これらはいずれ

も名称だけの違いであるから，分析方法では問題

ない。

第２の例は，経理部・財務部のほかに，社長室

とか，経営企画室のようなセクションをもち，そ

こでも予算編成のような経理実務を行っているケー

スである。こうした場合，それらの人数を企業サ

イドで経理・財務部門のスタッフ数として回答し

て貰えば問題はないが，そうでない場合には小さ

くなる。

第３の例はもっとも重要であるが，経理・財務

部門のなかにIＳ（情報）部門を含めている企業

と，そうでない会社がある。１s部門はかなりの

人員規模をもっているケースが多いので，これを

含んでいるかどうかはデータを大きく左右する。

第４の例は債権回収部門が経理（主計）に含ま

れているかどうかによっても左右される。債権回

収部門は経理に所属する場合と営業におかれるケー

スの二つに区分される。たとえば，代理店制度を

採用していて，得意先があまり多くないときは経

理部におかれる。それに対して，直売を行ってお

り，得意先も営業部門も多いときは営業部におか

れる。一般に，総合商社では債権回収部門は主計

部に所属しているケースが多い(3)。

同じように買掛金などの債務支払部門を経理部

に含めているかどうかによっても左右される。一

般に，会社では債務支払部門を経理部に含めるか，

購買部あるいは資材部におくかのいずれかであろ

う。もちろん，購買部門から仕入先別の請求書を

提出させて，経理部門では支払だけを担当するケー

スもあるだろう。このセクションは支払方法が絡

んでくるので，経理部門はタッチしなければなら

ないであろう。

第５の例は経理部に給与計算担当者が含まれて

いるかどうかによっても違ってくる。一般には，

給与課は総務部におかれるが，経理部に含まれて

いることも多い。

第６の例としては原価計算が本社で行われてい

るか，工場でなされているかのケースをあげるこ

もちろん，ここでの分析でも企業規模の場合と

同じように，業種とか，経営形態の違いを考慮し

なければならないことはいうまでもない。とくに，

企業の組織形態によって経理・財務部門~こ

こでは本社部門一の人数はかなり異なること

になろう。以下，企業におけるいくつかの例を示

すことにする。

第１に，すべての企業が経理（主計）・財務部

門を本社にもっているわけではない。経理部門か

財務部門のいずれかをもっていない企業もある。

すなわち，経理部門ひとつしかなく，そのなかに

財務課を含んでいる企業もかなり多い。とくに，

規模の比較的小さな会社にみられる。

また，経理部門と財務部門の二つをもっていた
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とができる。日本企業では二つに区分される。ひ

とつは原価計算が工場でなされている場合であり，

これはもっとも多い。つまり，事業部経理が担当

しているのである。もうひとつのケースは工場の

事業部経理では伝票の収集および分類だけにとど

め，その後の原価計算は本社経理で行うというも

のである。この場合には本社経理部門にも原価計

算担当者がおかれることになる。

このように，本社の経理部門と事業部経理の役

割分担によっても左右される。本社サイドに本来

の事業部経理の作業が集中されると，当然に経理

部門の人数は増える。また，これ以外にも経理部

門でコンピュータがどれくらい利用されているか

によっても当然に異なってくる。

以上述べてきたように，企業組織や管理方法の

違いによって経理・財務部門のスタッフ数はさま

ざまである。しかし，これらの内実を一つひとつ

ヒアリングすることは不可能である。したがって，

与えられたデータによって分析を進めざるを得な

いが，このような問題点を含んでいることをあら

かじめ明らかにしておく必要がある。

（１）わが国で，総合商社と呼ばれるのは９社ある

が，それらの合計売上高は100兆円近くになってい

る。数年前までの売上高競争は影をひそめており，

ようやく利益第一主義に戻ってきたが，その内実

はやはり一般の会社とはかけ離れており，われわ

れの考えている「売上高」概念とは異なっている。

もともと商社の基本的な役割は与信や口銭収入

であるから，巨額な売上高を計上する必要などな

いはずである。それにもかかわらず，このような

巨額な売上高を計上できるのはメーカーなどの他

企業と共同受注しても，その持分だけでなく全額

を売上計上しているからであろう。そのほかにも，

総合商社の大手は年間２兆円にもおよぶ金のデー

リングを売上高として計上しているという。した

がって，総合商社の場合，売上間というよりは

「取扱問」という名称がふさわしいと思う。

（２）「フォーチュン」誌の世界企業500社番付は，

５５年から製造業とサービス業が統合された。その

理由は企業経営の急激な構造変化によって，メー

カーの収益も金融サービス部門からもたらされて

いるし，サービス業も関連会社としてメーカーを

もっている時代になったので区分する意味がなく

なったのである。

その結果，これまで番付トップが指定席だった

ＧＭに代わって三菱商事が首位になり，以下三井

物産，伊藤忠商事，住友商事と続きＧＭは５位に

なった。そして10位以内に丸紅と日商岩井も入り，

日本の総合商社は６社が占めた。しかし，当然に

利益は低く，三菱商事の純利益は220億円で，収益

率は0.12％にすぎない。ちなみに，ＧＭは売上高

１５兆円に対して，純利益は4900憶円であり，利益

率は3.3％である。第７位の売上高をもつフォード

の利益率は3.5％であり，トヨタの1.4％，本田技研

工業の1.5％と比較してもはるかに高い。

（３）たとえば，三菱商事の主計，財務，総務など

の職能部門はおよそ2,500人の規模であるが，主計

（経理）・財務部門はおよそ700人である。これはメー

カーと比較しても従業員総数に占める比率は高い。

その理由はかなりの人数をもつ俄椛回収部門を主

計部に含めているからである。

２．基礎データ

（１）業種別売上高・従業員数

さて，ここで使用する基礎データであるが，そ

れは筆者が1994年２月に実施した「予算管理」に

関するアンケート調査の結果である(')。調査対象

となった企業は東京証券取引所第１部上場の３００

社である。金融・証券・不動産・サービス業を除

く上場企業の業種比率を勘案して抽出したが，回

答企業にバラツキが出たために結果としては表

（１）のようになっている21。

表（１）業種別回答企業数

なお，これら回答企業の資本金別企業数、従業

員別企業数，売上高別企業数については別稿に掲

げたものと同じであるので，それらを参照された

業種 企業数

水産・鉱業 ３ 

建設 1０ 

食品 1３ 

繊維 ９ 

紙・パルプ ３ 

化学 1５ 

薬品 ７ 

窯業 ２ 

鉄鋼 ７ 

課

｜非一機一電一造一精一印一商一隆一合一
企業数

１３ 

1８ 

2４ 

1８ 

４ 

８ 

９ 

1３ 

176 

几

緬ご

鉄金属

械

機

船・自励車

_萱Ｌ機器
剛・ｌｌｌ務機

社

迎・ 海運

計
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い(3)。しかし，本稿で使用した基礎データは，こ

れら業種別回答企業数よりも29社少ない147社と

なっており，それらの業種別企業数は表（２）の

ようになっている。

4０１５．８０１１１０．３８２１４９１５８１１０ 

DＣ 

8５４１３９１９１１６ 

表（２）基礎データ

（売上FliIii位；億円） ３４２１３６ 

4６１１．６２０１２６１２１８ 

DＯＯｌ８－８００１４６ 

DＯＯｌ６－６０（ 408 

0０１４－７０（ Dｌ３－ＯＯ３１４２６４１８ 

５１３１】 DＵＯｌ４００Ｕ 

５１１．７００１３５００１２０ 

７
－
Ｌ
 ５０１３－８と

３１４９４０１IＦ 

８１１０６冊 DＯＩ２６０Ｃ 

ＪＯｌ４３４８１９ 

5０８１４５８ ５７．０９８１１０９２６１６［ 

3１１３－０００ ;OＵｌ５００Ｃ 

3３０１１８８３１１８ ３１２－７５６１３７Ⅱ〈

９１１８８２１３０８４ 

hｈｌ６０１３９８８１６－４１３１４０ 5００１３－９０（ 

５１７．４８５１１５－９０８１３０ 【】1１a-I【Ｗ１

５２１３８０(】

Ｂｌ２－７０Ｕ j４１２．４３６１３－８５４１］８ 

ｺﾞ６１５．８０[］ 

6Ｆ ８１１８ 

5９１１．５５０１３－５５０１３Ｃ 

9５１２０ 

0１２０１４Ｕ 

食品 ８０９１５９６［ Ｕｌ６Ｃ 

〕OＯｌｌＧ

鴬､１

4６１３８５６１Ｍ１ 

]０１２９０（ 0１４（ 

９１３６ 

5７９１１８１８ 

0０１１５００１１６１８ 

3００１３（ 

’
８
０
７
０
｜
 

’
３
１
３
 

計

０１２３４ ４４４４４ 
９ 

２７０９５ ８５０１２ ３１７９１ 凸Ｐ０７●▽●。●０５５３８ 
１ 

１０５４３ ０８７５４ ８５２８３ ９守ワロ●。勺、●５２１１３ ９５７６５ ４１１１４ ８１２０９ ５２１２２ ７６９６４ ０３２３〔Ｉ
１ 

２０１３１３００６０１８０６２ ４２１３２００６２０７９０５８ ９６５６７００１２７１０６７８ ０』０二０ヶ●▽●〃●。●。０●ウニ白。０戸０二●ケ０ヶ●２１１１３３２２１１３７４２１ ＦＤｎｂ７，０ｑｖ０１０』ｑＵ４』ＦＤ６７〔５９４４４４４５５一ＤｌＤ５５５５５５
５ １ 

１８４５７ ２１１１２ 
８ 

５７４９２０５７３ １１１１１６１２１ ０２７７８４０７７０２６０４４ ２１１３０６０４２００２００８ ６６６２４２０８３６９９０７０ ７１日ｐ０７７７７９０Ｐ０９７３２２３３４４３２２４０５３３ １ 

７５７１０７３ １１１１ 
８８ 

５２０７戸、０１１２１１１ ８３１６７５８５２４４０２２３ ２２２２３２２２２３２８３４２ 
薬品

計

０１２３４５６ ６６６６６６６ 
７ 

３０２５４２ １７３９５９ ４３４０８７ ９。●■９０●ロＢＰロ６４１３３３ 
３ １ ２ ■ １ １ 胡舶切⑪加田川９１８１４０８ ３２３１２２５ 蛆⑪胆妬肥皿酪 ７８５ 

３ １ 

９ 

２ １ ０８３１１２５ ４４２４３２９ 
鉄鋼

計

７８９０１２ ６６６７７７ 
６ 

６１０５１４ ６９５９９９ ０４岸０１９６ＤＵ●●●□ＢＰ■▽■ ３１１１３２ ８８００５２ ９５５５６５ １４５０５５ ６戸Ｃ守●●●▽■▽■８３３２７７ Ⅲ一釦皿別別 ６過｜一別Ⅲ ７８０１００ ２１３２４６ 
）蝋金属

･金属

計

ね科市乃而犯ね加皿皿出別
1２ 

２１３３４４００２３３２ ５１６５１３５０３７０８ ３８１５０７←、７４５５５勺ｒ９。９ケ●〃●▽●Ｐ■。８．０．０ケ６Ｆ●２４２２３５１３７２１１ ８１６４２８０７６３７６ ７１２１９３０９３８０６ ７９５０６８２２９７２４ ・Ｐ■Ｐ｜■夕●▽●。●ロ菫▽Ｐ●Ｐ●▽■▽■ワ■４９４４６７３４９３２４ ５４９２１１７３６０１６ ２１１２２１１１１２１ 
１ 

９ 

２ ２ 

６ 

｜｜ｍ－ｍｎ卵
６ ４６５２１１７４７２７６ ３３１１２３１３２３２１ 

１ 

業種 企業K<’ 売上高 従業貝歎 経理 lは称 計

機械

計

１２３４５６７８９ 
０１２３４５６ １１１１１１１ 
1６ 

５０００６０８９０８１０３１０５ １０００１０１６００８３９２０８ ７００２０７６０２６２８９０６４ ９３－００Ｏｐ７７Ｐｙ 
ＢＰ０■ 

５３３２２１１１１１１ 
１２７ ｎＵ、）ｎＵｎＵｏａｎｖ〈Ｕ庁ｌｎＵ【ｌｎＵｎｏ【Ｉ０Ｊ〈ＵＤＣ庁。（Ｕ〈ＵｎＵＦＤｎＵ４４１Ａ４（ＵｎＵｎＵ〈ｂ庁ｌｎＵ〈ＵＤ】（ひくｂ庁’八ＵＰＣｏＵｑＵｎｏＰＤ（Ｕｎｄｏ□４二ｏＵＱＵ－７●び０■▽夕●夕９７Ｐ９ｃ夕●〃菫９０の－７ロ句９９８６４３３４３４４３１３１３Ｆ０ １ 

３６ ５４ 
６ 

０４０８０ ２２２１５ 
９ 

銘一田一ｕ、釦
｜｜別、⑫一一一妬泌Ⅳ
７ 

５７５０ ２１２ ３６６０６０８０５６７５５１戸００二０４２３３２１５４戸０１２２２２５
７８９０１２３４５ １１１２２２２２２ 
９ 

５０１０４皀ｏ与り８７８０７８７２２８９ ２７８３４８０１４ ●〃－９句ＣＤ●□●。●グ■ワ●▽■２２２３３５６６８ ００７６０６４３２ ４０９８９５９６３ ９７５７３０１６７ 』９７７７？？７１１２２２３５５４５ 
０５ ２１ 
９ 

１２４３４４ １１１２１１ 

６ 

５６ 

０９｜肥田
３ ６５４７２３３２３ ２１１１４２２３３ 

食品

計

６７８９０１２３４５ ２２２２３３３３３３ 
1０ 

９０６７６０２９００ ０７７１４０２７０３ ８９４５１－０４６５５ 
●ひ

ＯＣｇ□●ロ□ロＤＰ０Ｆ●▽●５１５２１戸０１１１ ００７０６０９８００ ６００５５０７１００ ９０１１８９７８５８ ■ＰＳＦ●●勺▽ＣＤ●。Ｂｒ■▼。■●５１２４３２７１１１ ｜陥胆⑬旧加妬幻肥釦
”’ 
８ 

｜一別阻一
８ ７６０３８０１７４０ ２１３４１４５２２３ 

繊維

６７８９ ３３３３ ０３５０ ０４０２ ８６３３ ●び●□●。■１２１３ ０４３２ ０４０６ ０４４５ 勺▼９ヶ●げ●６５３７ ６３８０ １１１２ 
８ 

０７０ ３１３ ４ｎｄＦ０〈Ｕの凸川云、。』０
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弧[）’７－４０［

､６１２－９ 

[ｌｌＩｌ 

[弧

40213-8 

日
】

５４２１８１】 4［ 

4０１８０１１２（ 

0１８（ 【)０１５０００

8０１８１８８ 

この基礎データを得るために，アンケート調査

では，「貴社の予算担当課の人数はどのくらいで

すか」という質問に続いて，「貴社の経理部と財

務部の人数はどのくらいですか」という項目を設

けた。その結果，経理部の人数を回答した企業が

164社，財務部の人数を回答した企業が135社となっ

ている。

アンケートの回収企業数は176社であるが，こ

の項目に回答ない企業が６社あった。したがって，

経理部をもっていなく財務部だけの企業が６社，

経理部だけで財務部をもっていない企業が41社あ

ることになる。経理部と財務部の人数のバラツキ

についてはすでに別稿で示したが，本稿の内容と

密接に関連しているので，ここに再褐することに

しよう。

経理部

５人以内５社

１０人以内１１社

１５人以内３１社

２０人以内３３社

３０人以内２７社

４０人以内１８社

４１人以上３９社

計１６４社

財務部

５人以内１１社

ll 
LI 

８１１０(】

4８１8１５６ 

DＯｌ２［ 

B(]Ｏｌ３Ｐ 

r1 

L」

)8４１１９１１９１３８ 

9２１６ 

陸運．

海運

計

錨加酬閉的別別兜肥叫
1０ 

８９０９６０８１７７ ３２７２５３９６２９ ０４１８４４０１３９ ●●●■Ｐ■■Ｐ■』戸Ｂ口■■■Ｐ筥巳▽一●Ｐ■１１３１２１１２２１ ０９４７８５５０６６ 蛆似皿迦茄佃拠価加釦■□●？ニヮヮ●タ●ワ●□●●■。●ワ■７５３５２７４←０１４ 
１１ 

１ 

５ 

ｕ凹弱皿跳刈羽肥ｕ １０５５３６４８９２ １←、２５６４３３３２
６９６ 

｜釦四Ｍｍ⑬Ⅱ
商社

計

５６７８９０１２ ９９９９９０００ １１１ 
８ 

５５３７４１０３ １６８３３９４０ ９９６５５１０５ ０Ｊ、▽。■□Ｐロ■０年ＤＰ●４９２１０２２１ 
４ 

６ 

１ 

７７８５９９９１ ５２９８９０２７ ７８４４７２９６ ＤＰ０？■Ｐ０Ｆ■▼●。●。■１９１１２３８２ ９７１３０００５ １３３１４７８１ 
５ 

４ １ 

８８ 
１ ９】

３００ １８１ 
８ 

３５９６ ３５３２ 
７ 

０ ．２ １ 

０８５ ８８１ 
印刷.

事務Mi器

計

３４５６７８ ００００００ １１１１１１ 
６ 

０ソハＵヘリ庁Ｉｎｕ－０ｎｂ（Ｕ〈Ｕ（Ｕ〈Ｕｎｏ４，０１『１０１。□９つ●日夕●〃■Ｐａ３３１１０３ １ 

４ ３ ０ ■ ３ 

５ ７ ７ ● ０ １ 

００ ００ ００ ０■ ２３ 

３６ ６３ ９１ ▲■● ４３ 
１ 

０１４ ２４１ 
８０ ０ ２ 

１ ８ 、’９５－０
3０ 

４１ 

２３ 

１３ 

200 

8１ 

造船．

自動車

計

109 

110 

111 

112 

113 

114 

115 

116 

117 

118 

119 

120 

121 

122 

123 

124 

125 

1７ 

４０００１０００４０６０３０８５０ ６０３３３５０５５０２０２００３６ ６５７５０８９８４７１３６０３７８ ●●●０Ｐ０ケ●▽▽｜■７●ログ●ＰＤＰ●。●□●Ｐ●グＰ▼ＤＰＤＰ●タ■１４８０３７１１５１１１１３０１２ 
１ 

２ 

９１ 

７ １ ０ ● １ 

加加的焔卯Ⅲｎ通別別加訂、始倒ｎＵ（ｄＰＤのる（Ｕ〈Ｕ勺１⑪凸司ＬｎＵ（０勺１（Ｕ〈Ｕ〈Ｕ勺上４ｑＵＡ４の、ハリー０で１、０川玉９】、。５，。、。で上司１．１剋几ｑＵＧ１
７１ 

０ ０ ２ ● ６ 

６ 

８０３４６２８０１１００９０９０ １２５３５６４４１４２２３５１７ ２ 

６ 

、応’’一胡
８ 

－６５４ｍ一別岨加１ 

２０５３４６ １３３５３５ 
０ ０ １ 

６０７６４０９０８０ ５４１４２３３７３９ ３ 

電機 '26 

127 

128 

129 

130 ５００７２ ５０２７１ ６６５１０ ｜●Ｐ●ロワ０Ｐ●９ケ■９１１１２ ２１０４０ ９－０９６０ ２７７１０ Ｇ□ワロ６－０■９３２２５ 
１ 

７０４４４ ６７４１２ ００４４８ ８７４１４ 週’’’別

計

１ ３ １ 

２３４ ３３３ １１１ 
５ ３ １ 

６ ３ １ 

諏銘調１１１ 

０１２３４５６７ ４４４４４４４４ １１１１１１１１ 
2２ 

４００６０７２２２０００２９６００ 皿別筋皿町的皿乃仙Ⅳ閉卯“団肥ｎｍ白戸●〃■■■勺□Ｐ｜■Ｐ●夕●グ■』日夕■Ｐ■▼●●●ロ●●■●●１１５２３８１５１１５１３１４１１ 
１ 

２ 

２ 

０００７５２１３６４ 帥仙Ⅱ卵祁師邪師例Ｗ■〃０ケ■■６ワ９．▽。●〃●ケロ〉■４７４２８２３２３１ 
１ 

２２ 

００ ００ ０３ ０■ ４５ １５ 

０４３１０ ０１２１０ ０１６３０ ●●●●ロロ●Ｐ●８５０３５ ５ 

０６０２９０ ４１３１２９ 
８ 

０２５００８７４００ ８１１３８１２０４６ 
６ 

１ 

０ ３ 

８ 

０６８０ １１４ 
７ 

８６ 

釦一塊旧別別５
刀型如泌諏釦狙帥加皿㈹１ 

０ 船

０５８０５ ４４５６６ １ 

合計 147 
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内
内
内
内
内
上

以
以
以
以
以
以
１

人
人
人
人
人
人
一
一
一
一
回

０
５
０
０
０
１
 

１
１
２
３
４
４
 

社
社
社
社
社
社

きわめて興味深い内容を含んでいる。まず，会社

の経理部の役割は，伝統的に第一のタイプの「命

令と統制」とみられがちであるのに対して，現実

は競争的チーム・タイプが増えていることが，ア

メリカの事例からも多くみられることである。

この原因はやはりコンピュータ利用の拡大が大

きいと思われる。会計に関するデータベースは経

理部に集中しているが，他部門と共有しているこ

ともあるだろうし，それらを加工した２次データ，

3次データはあらゆる管理層に提供されているの

で，２０年あるいは30年前のような秘密のヴェール

に被われた経理部というイメージはない。これは

IＳ部門が確立されてきたこともあるが，現在の

ような情報化時代では意思決定に役立つのであれ

ば，可能な限り使用するからである。

さて，本稿と同じように経理部門のスタッフ数

について分析した竹本の研究をとりあげることに

しよう(`)。これは1993年に行われたアンケート調

査一有効回答数361社一にもとづいて，つ

ぎのような項目について分析している。

（a)従業員数と経理スタッフ数との関係を分析し

ているが，高い相関があるという結果が出て

いる。なお，ここでいう経理スタッフ数とは

本社の経理部門に所属する従業員数である。

従業員と経理スタッフの最小自乗法による回

帰分析を行った結果，つぎのような相関があ

ることが示されている。

経理スタッフ数＝28.8＋0,0094×従業員数

Ｒ２＝０．４０ｒ＝0.63 

これから従業員数千人の増加に対して，経理

スタッフはおよそ９人増加することがわかる。

（b)従業貝一千人当たりの経理スタッフ数一

経理スタッフ率一はおよそ25人であると

分析している。そして，経理スタッフ率と従

業員数との関係を分析した結果，従業員数が

多いほど経理スタッフ率は低く，従業員数が

少ない企業ほど経理スタッフ率は高くなって

いる。

（c)業邨別の経理スタッフ率を求めている。それ

によると，金融機関の経理スタッフ率が低く

なっているが，それは売掛金回収が経理部で

なされていないからである。

（(1)回答企業361社のうち，売掛金|回|収を経理部

佃
妬
咀
凹
５
８

135社

（２）先駆的な日米共同研究

経理部門の適正規模あるいは経理組織の実態に

ついての研究は筆者の知る限り，櫻井・辻・竹本

の共同研究だけである(4)。これは1990年に米国の

財務管理研究財団から刊行されたキーティングと

ジェブロンスの著作「経理・財務の役割変化：ビ

ジネスヘの接近」（Ｐ.Ｊ・KeatingandS・EJablon‐

sky・ChangingRolesofFinancialManageｍｅｎｔ：

GettingClosetotheBusiness，FinancialExecu‐ 

tiveResearchFoundation，1990）で示された米

国の経理組織の特徴を枠組として，わが国で実態

調査を行い，日米比較をしたものである。

キーテイングとジェブロンスキーによると，米

国企業の経理組織は，つぎの三つに区分されると

いう(5)。第一は命令と統制（commandandcoL

trol）という特徴をもつ経理組織であり，これは

機能別組織形態をとっており，経理部門に強い権

限が与えられており，経理部と財務部が明確に区

分されている。

第二は法律への準拠性（conformance）のある

経理組織であり，この組織の特徴は官僚的組織，

外部の規制が厳しい企業，データの明確化がみら

れることである。そして，第三は競争的チーム

(competitiveteam）の特徴をもつ組織であり，

これはグローバルな外部競争市場と積極的に交わ

り，マトリックス組織の形態がみられ，インフォー

マルなコミュニケーションが行われているような

組織である。

さて，このような経理組織がわが国でもみられ

るかどうかを検証するために３社を訪問し，いず

れも競争的チームの特徴をもっていると述べてい

る。もちろん，訪問調査は限られた時間内で行わ

れるので，その企業の経理組織がどのような形態

であるかを正確に判断することはきわめてむずか

しい。しかし．それにもかかわらず，この研究は
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で行っていたのは102社（2896）であった。

これらの企業では，経理部のうち平均11.5名

－平均して経理部の20％－が売掛金回

収の仕事に従事している。

（e)サンプル企業361社のうち，本社外経理スタッ

フがいると回答したのは213社である。これ

らの企業で本社外の経理スタッフを事業部の

みとしているのが72社，工場のみとしている

のが64社，事業部と工場の両方と回答してい

るのが77社である。

（f)本社外経理スタッフのいる企業213社に対し

て，従業員数と本社外経理スタッフの回帰分

析を行ったが，両者につぎのような相関があ

ることが認められた。

本社外比率経理スタッフ比率（％）

＝53.0＋0.00057×従業員数

Ｒ２＝0.0291-0.17 

以上，櫻井グループの研究内容を示してきたが，

これは日米共同でなされている。アメリカでもフォー

ド，シテイコープ，ボーイングなどの企業に訪問

調査がなされている。本稿で示されている分析方

法とはいくぶん異なる点はあるが，竹本の研究は

われわれの分析結果と比較できる項目がある。し

かし，彼等のデータは経理部のスタッフ数だけで，

財務部門のそれを含んでいないので，単純に比較

することはできない。

（１）このアンケート調査の結果はつぎの文献に示

されている。なお，ここでとりあげた「経理・財

務部門の最適規模」は．そのアンケート調森に含

まれている質問事項の回答結果を基礎データとし

て，下記の論文には示されていない分析を行った

ものである。

佐藤康男「日本企業の予算管理(1)，(2)，（３）－

実態調査と問題点一」経営志林，第32巻第１号一

第３号（1995年）

（２）ここに示されている業種別回答企業数は縦者

の論文「日本企業の予算管理(1)－実態調査と問

題点一」（28頁）の数字とは異なっている。それ

は企業の業種区分を東京証券取引所の１部銘柄の

それに合わせたからである。

（３）Ｃｆ、上掲論文，２８頁

（４）これらの研究はつぎの三つの論文に示されて

いる。

・櫻井通ＢＩＦ「経理組織の変輔とその実態」企業会

計，ｖｏＬ４６Ｎｏ､1０（1994年10月号）

・辻正雄「|]米における経理組織の特徴」企業

会計，ｖｏＭ６Ｎｏ､1０（1994年10月号）

・竹本達贋「わが国経理スタッフ数の調査と分析」

企業会計，Vol､４６No.10（1994年10月号）

（５）Cf、上掲櫻井論文

（６）Cf・上掲竹本論文

３．分析結果

（１）従業員と売上高との関係

この分析は本稿の主たる目的ではないが，従業

員と売上高という企業規模を表わす二つの指標の

間に，どのような関係があるのかを知るのは興味

のあることなので，従業員Ｙを売上高Ｘで回帰

分析した。スキャター・グラフは図（１）で示さ

れているが，すでに掲げた全産業の基礎データを

ベースにすると相関は低いことがわかる。ちなみ

に分析結果を示すとつぎのようになる。

Ｙ切片回帰分析の結果；5369.6971

Ｙ評価値の標準誤差； 7979.3206 

Ｒ２乗； 0.2189954 

標本数；１４７

自由度；１４５

Ｘ係数； 0.2770465 

Ｘ係数の標準誤差； 0.0434488 

それでは，従業員Ｙと売上高Ｘとの間にはまっ

たく関係がないのであろうか。そのためにＦ値

を求めてみると，

R2ｎ－ｌＬ=20.3 Ｆ=-1二百７Ｐ
となる。ＩＣはパラメータ数であり，ここでは２で

ある。Ｆ分布表からＦ（2,147）の５％棄却値を

求めるとおよそ3.00である。したがって，上値の

20.3はそれよりもかなり大きいので，従業員と売

上高との間にはまったく関係がないという仮説は

棄却され，説明力はあるという結論が導かれる。

図（２）はやはり同じく従業員Ｙと売上高Ｘ

の関係を表わした散布図である。ただし，図（１）

とはＸ軸の金額単位が異なっているので，その

模様は違っている。図（１）では，企業No.が96,

99,123の３社が，特異点であることがわかる。
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企業No.が96と99の二つの企業は，いわゆる大手

総合商社と呼ばれるもので，すでに述べたように

他の企業とは異なる状況にある。また，企業Ｎｏ．

123はわが国を代表する自動車メーカーであり，

規模の点ではけたはずれであるし，すでに述べた

ような理由から他のメーカーとは違う状況にある。

そこで，図（２）ではこれら三社を除いたもの

であるが，回帰分析の結果はつぎのようになって

いる。

Ｙ切片649.67545

Ｙ評価値の標準誤差3639.2159

Ｒ２0.7456134 

標本数１４４

自由度１４２

Ｘ係数1.6124939

Ｘ係数の標準誤差0.0790394

まることがわかる。

さて，つぎに業種別に従業員と売上高との関係

を示しているのが，図（３），図（４），図（５）

である。

図（３）は「機械」に属する企業Ｎｏ．１から

No.16までの16社の散布図であり，従業員Ｙを

売上高Ｘで回帰分析した結果はつぎのようになっ

ている。

Ｙ切片865.33005

Ｙ評価値の標準誤差1295.5955

Ｒ２0.8786808 

標本数１６

自由度１４

Ｘ係数1.8402003

Ｘ係数の標準誤差0.1827469

この結果からわかるように，図（２）で示した

異常値の３社を除いた場合よりも，決定係数は大

きくなっているので、つぎの回帰方程式（２）は

Ｙ＝1.8402003Ｘ＋865（２） 

すでに示した（１）よりも信頼度は高いはずである。

図(４）は「建設業」の九社であるが，この分析

結果はつぎのようになっている。

Ｙ切片903.82839

Ｙ評価値の標準誤差397.57024

Ｒ２0.9277266 

標本数９

自由度７

Ｘ係数0.6285257

Ｘ係数の標準誤差0.0663060

この結果から，従業員Ｙと売上高Ｘとの間に

はかなり高い相関があることがわかる。つまり，

図（１）ではこれら３社の異常値が全体をゆがめ

させていたことになる。これら３社を除く産業全

体の回帰方程式は

Ｙ＝1.6124939Ｘ＋650（１） 

で表わされる。ちなみに，企業No.４，No.６の二

社にこの方程式を当てはめてみるとつぎのように

なる。

Ｎｏ．ｌ；Ｙ＝1.6124939.5,715＋650 

＝9,865 

Ｎｏ．６；Ｙ＝1.6124939.1,700＋650 

＝3,391 

したがって，この２社の場合は求めた回帰方程

式に比較的あてはまるが，同じようにしてNo.１７

とNo.26の企業について計算すると

No.１７；Ｙ＝1.6124939.2,285＋650 

＝4,335 

No.２６；Ｙ＝1.6124939.5,809＋650 

＝10,017 

となり，従業員の近似値を得ることはできない。

これは企業No.17が建設業，No.26が食品である

ので，基礎データに多く含まれている他のメーカー

とは異質な部分があることを示している。したがっ

て，産業全体に妥当するような回帰結果は得るこ

とはできないが，業種によってはある程度あては

この結果からわかるように，決定係数Ｒ２は非

常に高く，売上高によって従業員数はほぼ決定さ

れることを示している。これはすでに示した基礎

データからも裏づけられる。この業界の場合，一

部の企業を除くと従業員１人当たりの売上高がお

よそ１億円という図式ができあがっている。

基礎データに掲げた企業には，いわゆる大手ゼ

ネコンと呼ばれる会社は含まれていない。したがっ

て，これらの企業は規模も同じで，対象となる建

設・土木工事も大差ないので，このような結果に

なるのであろう。もし，大手ゼネコンが含まれて

いれば，このような結果にはならなかったである
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う。すでに述べたように，大手ゼネコンは多くの

下請企業を使い，設備関連施設も売上i刊に含まれ

るので，売上高に比して従業員は少ないからで

ある。

図（５）は同じく「電機」の散布図であるが，

この回帰分析の結果はつぎのようになっている。

Ｙ切片1463.2606

Ｙ評価値の標準誤差4926.9255

Ｒ２0.8936498 

標本数２２

自由度２０

Ｘ係数1.9717]８５

Ｘ係数の標準誤差0.1520951

Ｘ係数

Ｘ係数の標準誤差

0.0035622 

0.0017766 

これからわかるように，Ｒ２は小さく相関は低

い。ちなみに，Ｆ値を求めてみると2.0となり，Ｆ

(2,14）の５％の棄却値は3.74であるから，説明

力はないことになる。これは図（７）からわかる

ように，左側上に企業No.２，８，９，１０の４社が

あるために，全体の相関をゆがめていることがわ

かる。

そこで経財従業員と売上高の比（Ｙ／Ｘ）を従

属変数，売上高の逆数（１／Ｘ）を独立変数とし

て回帰分析をしてみる(1)。その結果はつぎのよう

になる。

Ｙ切片0.0033018

Ｙ評価値の標準誤差0.0089810

Ｒ２0.4762471 

Ｘ係数26.252398

Ｘ係数の標準誤差7.3578681

ここでもＲ２はかなり高いので，従業員数と売

上高はかなり高い相関があることがわかる。この

ように，業種別に分析すれば，両者はかなり相関

が強いことは証明されたが，これは同じメーカー

でも機械や電機と，自動車や鉄鋼ではかなり内容

が異なっているからである。建設，運輸，商社，

印刷事務などの業種は，それぞれ特質をもってお

り，メーカーと異なっているばかりでなく独自性

をもっているので，これらを含めると説明力は弱

くなる。

（２）経理・財務部門の従業員と売上高との

関係

さて，本稿の主題である経理・財務部門の従業

員数一以下では，経財従業員と省略する－

と企業規模との関連を分析することにしよう。ま

ず，最初に売上高Ｘを独立変数とし，経財従業

員を従属変数としたときの散布図が図（６）に示

されている。ただし，これは図（２）のときと同

じように，企業No.96,99,123社の３社が除外

されている。しかし，この図からもわかるように，

ほとんど相関が認められない。そこで，「機械」

に属する企業16社のみを対象としたものが，図

（７）に示されている。この分析の結果はつぎの

ようになっている。

Ｙ切片25.624979

Ｙ評価値の標準誤差12.595724

Ｒ２0.2230918 

標本数１６

自由度1４

この結果をみると，経財従業員Ｙを売上高Ｘ

で回帰したときよりもＲ２は大きくなっているの

で説明力はあるといえるであろう。

つぎに，「建設」の散布図は図（８）に示され

ているが，これについても同じように分析を行う

と結果はつぎのようになる。

経財従業員Ｙを売上高Ｘで回帰

Ｙ切片16.929378

Ｙ評価値の標準誤差9.1378272

Ｒ２0.1602022 

標本数９

自由度７

Ｘ係数0.0017610

Ｘ係数の標準誤差0.0015239

経財従業員／売上高(Ｙ／Ｘ）

Ｙ切片

Ｙ評価値の標準誤差

Ｒ２ 

Ｘ係数

Ｘ係数の標準誤差

を（１／Ｘ）で回帰

0.0001332 

0.0000961 

03542530 

0.0207726 

00106002 

以上の結果からわかるように，経財従業員と売

Hosei University Repository



9１ 

上高との相関はあまり高くなく，また，（Ｙ／X）

を（１／Ｘ）で説明しようとする試みも成功して

いない。

（３）経理・財務部門の従業員と総従業員数と

の関係

企業規模を表わすもうひとつの指標である従業

員数と経財従業員との関係をみてみよう。図（９）

は産業全体のものであるが，企業No.９６．９９，１２３

の３社は除外されている。しかし，これからもわ

かるように，従業員数と経財従業員との間には相

関はみられない。そこで，図（10）では「機械」

だけをとりあげたが，分析の結果はつぎのように

なっているｃ

Ｙ切片23,335982

Ｙ評価値の標準誤差１２.O74464

R20.2860646 

標本数１６

自由度１４

Ｘ係数0.0020547

Ｘ係数の標準誤差0.000865

Ｘ係数0.006197l

x係数の標準誤差0,0009551

化学（Ｙ／Ｘを１／Ｘで回帰一第２法）

Ｙ切片0.0001123

Ｙ評価値の標準誤差0.0000770

Ｒ鷲0.2845974

Ｘ･係数0.0212364

Ｘ係数の標準誤差0.0093383

造船・自動車(経財従業員Ｙを従業員Ｘで回帰）

Ｙ･切片27.496937

Ｙ評価値の標準誤差１９.OO5757

R20.3998975 

標本数１６

E１曲度１４

Ｘ係数0.0019870

Ｘ係数の標準誤差0.0006505

造船・自動車（Ｙ／Ｘを１／Ｘで回帰）

Ｙ切片0.0000518

Ｙ評価値の標準誤差qOOO1991

R2q9709426 

X係数00247751

Ｘ係数の標準誤差0.0011454売上高の場合と同じように，経財従業員と

総従業員数との比（Ｙ／Ｘ）を従業員数の逆数

（１／Ｘ）で回帰した結果はつぎのようになっ

ている。

Ｙ切片0.OOOO495

Y評価値の標準誤差０.OOO1154

R20.4860882 

Ｘ係数0.0270314

Ｘ係数の標準誤差0.0074283

以上からわかるように，化学では第１法，造船・

自動車では第２法の決定係数の値が大きくなって

いる。

（４）ダミー変数の導入

これまでの分析から明らかなように，産業全体

のデータから経財従業員の適切な人数を売上高や

従業員という企業規模で示すことはかなり無理が

あることがわかった。しかし，各産業別に分析を

行うと,かなり適合するケースが多いことも確か

められた。

こうした産業別の特殊な状況を回帰分析に導入

するためには，蘭的な変化要因を加味させること

を可能にするダミー変数が考えられる。ダミー変

数を使用すれば，該当する業種には基本数という

形でその状況が厄|帰方程式に加味されるが，他の

業椀には影響を与えない(2)ｃ以下はダミー変数を

使用したさまざまなケースの分析を示すことにし

よう。

（a）経理・財務の従業員を売上高と業種別ダミー

変数（13個）で説明

以上の結果からわかるように，経財従業員を総

従業員で説明することはできない。しかし，業種

によってはかなり適合するケースもある。図（11）

は「化学」であり，図（12）は「造船・自動車」

である。それぞれの分析結果はつぎのようになっ

ている。

化学(経財従業員Ｙを従業員Ｘで回帰一第１法）

Ｙ切片6.4912249

Ｙ評Illi値の標準誤差7,4272217

Ｒ２0.7640511 

標本数１５

自由皮１３

Hosei University Repository
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ここでは経財従業員（Ｙ）が従属変数で売上高

(Ｘ）が独立変数となり，基礎データに含まれた

13業種のそれぞれに該当するダミー変数が用いら

れる。最小二乗法による分析結果はつぎのように

なっている。

残差平方和377038

回帰の標準誤差53.2435

Ｙ平均52.5986

標準偏差87,6409

R2 q663784 

修正Ｒ２(31 0.630920 

Ｆ（13,133）値20.1984

標本数１４７

業種別のダミー変数とＴ値，およびＸ係数は

つぎのようになる。

〈ケース１〉

変数係数･基本数標準誤差Ｔ値

売上高0.47103E-02q31833E-0314.797

,1機械22,94613.3321.7212

,2建設3.413717.8080.19170

,3食品17.62416.8601.0453

,4繊維35.70317.7682.0094

,5化学18.45113.7751.3395

,6薬品28.47720.1481.4131

,7鉄鋼21.68621.7490.99710

,8非鉄18.20415.4051.1817

,9運輸32.38116.8481.9220

,10商社5.917921.0260.28146

,11印刷事務47.26121.76821711

,12造船自動車13.30013.3420.99682

,13電機57.64811.4825.0210

もっとも大きな要因は基礎データに異常値が含

んでいるからである。そこで，つぎのような企業

５社を分析対象から除外した。企業No.７７（電線

メーカー）は企業規模に比較して経理スタッフが

多すぎる。これは事業部経理が含まれていると思

われる。企業No.9６（大手総合商社）は売上高が

巨大であるが，従業員数はそれに比して少なく，

経財従業員は従業員数で比較すると多い。これは

すでに述べたように売掛債権の回収が経理部で行

われているからである。企業No.１０７（大手印刷

会社）は売上高と比べて経財従業員が異常に多い。

企業No.123（自動車メーカー）は他の企業と比

較して売上高があまりにも巨額であるのに，経財

従業員はそう多くはない。企業NQ142（コンピュー

タ・通信機器メーカー）は売上高に比較して経財

従業員が多い。これも本社部門だけでなく事業部

経理を含んでいると思われる。以上，これら５社

を除いた基礎データから最小二乗法で，経財従業

員（Ｙ）を売上商（Ｘ）と業種別ダミー変数で説

明するとつぎのようになる。

残差平方和43088.8

回帰標準誤差18.3475

Ｙ平均39.4789

標準偏差24.2363

Ｒ２0.479751 

修正Ｒ２0.426913

Ｆ（13,128）9.07968 

標本数１４２

〈ケース２〉は上述の５社を除いた業種別のダ

ミー変数一基本数一とＴ値，およびＸ件数

である。

〈ケース２〉

変数係数･基本数標準誤差Ｔ値

売上高0.24161E-020.28062E-038.6098

,1機械28.2994.63346.1077

,2建設13.9276.24962.2285

,3食品23.9445.85334.0907

,4繊維41.8006.16126,7845

,5化学24.7264.79915.1522

,6薬品35.4816.98745.0778

,7鉄鋼27.0347.51893.5955

,8非鉄17.6485.60753.1473

業種が「機械」のときの経財従業員（Ｙ）を売

上高（Ｘ）で表わすと

Ｙ＝0.0047103Ｘ＋２３ 

ということになる。この基本数23はこの業種だけ

に意味があり，他の業種のときには別の基本数が

利用される。それぞれの業種のダミー変数一

基本数一が13個示されている。しかし，この

ケースではＴ値が小さい業種一一般的にはＴ

値は２以上がのぞましい－がほとんどなので，

これでは経財従業員を説明できない。これはどの

ような原因によるのであろうか。

Hosei University Repository
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運輸

商社

印刷事務

造船自動車

電機

０
１
２
３
 

９
１
１
１
１
 

，
Ｄ
Ｄ
Ｄ
Ｄ
 

商社

印刷事務

造船自動IIL

電機

36.725 

27.808 

31.719 

30.333 

43.538 

5.8263 

7.7338 

8.2336 

4.8444 

4.2089 

6.3034 

3.5956 

3.8523 

6.2614 

10.344 

ＤｌＯ 

Ｄ１１ 

Ｄ１２ 

Ｄｌ３ 

21.819 

32.901 

-11.581 

27.569 

19.5621.1153 

20.1911.6295 

13.200-0.87734 

12.0992.2785 

この結果から明らかなように，Ｔ値はマイナス

の値をとっているし，それ以外の値もかなり小さ

い。したがって，これを採用することはできない。

そこでくケース２〉で行ったように，異常値を

とっている企業を基礎データから削除してみる。

〈ケース２〉ではNo.77,96,107,123,142の５

社を削除したが，ここではそれらの企業に加えて

No.99の会社も削除する。この会社は大手総合商

社でNo.96と同じように，売上高は巨額であるが

従業員はそれに比較して異常に少ないという特徴

がある。６社を除いた分析の結果はつぎのように

なっている。

残差平方和31581

回帰の標準誤差15.8318

Ｙ平均38.9078

標準偏差23.3443

Ｒ２0.586055 

修正Ｒ２0.540062

Ｆ（１４，１２６）値12.7420

標本数１４１

ここではＴ値も「建設」の2.23が最小であり，

他の業務はかなり問い値を示しているので，経財

従業員を売上高とダミー変数で説明していること

になる。

（b）経理・財務の従業員を売上高，従業日数と

業種別ダミー変数で説明

これまでは経財従業員を売上尚と13個の業祇別

ダミー変数で説明したが，ここではそれらに加え

て従業員数も独立変数として導入する。つまり，

企業規模を表わす二つの指標を独立変数，そして

13個の業種別ダミー変数を使用して従属変数であ

る経財従業員を説明しようとする試みである。分

析の結果はつぎのようになっている。

残差平方和315605

回帰の標準誤差48.8973

Ｙ平均52.5986

標準偏差87.6409

Ｒ２0.718565 

修正Ｒ２0.688716

Ｆ（14,132）値24.0732

標本数１４７ 業種別のダミー変数とＴ値，および二つのＸ

係数はつぎのようになる。

〈ケース４〉

変数係数･基本数標準誤差Ｔ値

売上高0.20648E-020.89689E-032.3022

従業員数0.15764E-020.54489E-032.8930

,1機械20.9864.17515.0265

,2建設9.57205.81771.6453

,3食品19.7305.14463.8351

,4繊維32.9805.52565.9685

,5化学19.3674.23324.5751

,6薬品28.8596.11224.7215

,7鉄鋼18.8236.65002.8304

,8非鉄10.3484.96032.0862

,9運輸25.2305.73204.4016

,10商社33.1396.85194.8365

,11印刷ｊｊＩ務25.6557.16113.5826

業種別のダミー変数とＴ値，および二つのＸ

係数はつぎのようになる。

〈ケース３〉

変数係数･錐本数標jMli誤差Ｔ値

売上高0.37738E-020.34583E-0310.912

従業貝数0.28970E-02057152E-035.0689

,1機械10.18412.5000.81479

,2建設-3.257416.407-0.19854

,3食品10.68115.5440.68715

,4繊維20.26516.5991.2208

,5化学9.399412.7760.73571

,6薬品17.19518.6360.92267

,7鉄鋼7.272920.1750.36049

,8非鉄5.397014.3710.37555

,9迦輸11.80715.9960.73812
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とする。

ｙｉ 
－－」Ｌ＋β＋」ムム
節ｉエｉ Ｘｉ 

D１２造船自動車19.390

,13電機29.278

4.5448 

4.3098 

4.2664 

6.7933 

この結果からわかるように，建設業のＴ値は

いくぶん低いが，他の業種はすべて高いので，こ

のモデルは十分採用の価値がある。

〈ケース４〉の回帰モデルは売上高をＸ１，従

業員数をＸ２とすれば，「機械」の回帰方程式はつ

ぎのようになる。

Ｙ＝0.0020648Ｘ,＋0.0015764Ｘ２＋２１ 

いま，これに企業No.１，２，９，１１の数値を

代入して，このモデルからいわゆる理論値を算出

してみよう。

企業No.１

Ｙ＝0.0020648.5715＋0.0015764.9270＋２１ 

＝4７（実際数；５３）

企業No.２

Ｙ＝0.0020648.3000＋0.0015764.8800＋２１ 

＝4１（実際数；４６）

企業No.９

Ｙ＝0.0020648.1200＋0.0015764.4348＋２１ 

＝3０（実際数；４５）

企業No.１１

Ｙ＝0.0020648.1281＋0.0015764.3000＋２１ 

＝2８（実際数；１７）

であるから

v(÷） ＝ん２

となり，一定で最小二乗法の仮定を満たすの

で，Ｙ／Ｘをｌ／Ｘで回帰する。

（２）‐ＺＬ－ａ．－Ｌ＋,9→ｺﾞﾉi＝＆＋βｘ１ 
ｊｎＸｉ 

したがって，ｙｉ＝26.3＋0.0033xiとなるから，

経財従業員Ｙを売上高Ｘで回帰した場合と

比較すると，Ｙ切片は変化しているが，傾き

は変化していない。

（３）ダミー変数はさまざまな経済分析に使用

されるが，たとえば季節変動モデルを構築す

るときなどに用いられる。また，エンゲル関

数の分析のとき，所得などの量的変数に加え

て職業や家族構成などの質的要因を入れるさ

いにもダミー変数が導入される。

（４）自由度で修正済みの決定係数。

おわトノに

会社の本社部門における経理と財務の適正規模

については，リストラ，リエンジニアリングが盛

んに行われている今日，多くの会社が企業が関心

をもっているテーマである。しかし，自社の経理

と財務部門の最適な人員はどのくらいであるか，

という質問には直接に回答できる“虎の巻”は

ない。

妓適規模とは企業規模を表わす売上高や従業員

数，そして業種なども考慮して決定される。さら

に重要なことは，経理部門に売掛債権の回収部門

が含まれているか，あるいは1s（情報）部門は

どこにおかれているか，など企業組織の特徴も加

味しなければならない。このような要素がすべて

同じ企業であるならば比較可能であるから，自社

の経理・財務部門は多いとか，少ないとかの判断

は可能になる。

しかし，同業種で規模が似ていても，組織構造

まで同じような企業をみつけることは困難である

このモデルから導き出される経理・財務部門の

最適規模（理論値）と実際の人数との差異は，本

稿で述べたような組織構造のさまざまな要因の他

につぎのような点が考えられる。第１は生産性が

低いために人数が多い，第２は生産性が高いため

に人数が少ない，第３は残業時間が多いために人

数が少ない，などの点である。したがって，それ

ぞれの企業は理論値と実際値の差異を説明できな

けばならない。

（１）いま，回帰母数α，βと誤差項ｕｌを用

いると

）i＝α＋βｴi＋仏

となる。ただし，誤差項の分散が一定ではな

く，jciが大きくなると分散も大きくなる場合，

ｕｉの標準偏差がx`に比例すると仮定する。す

なわち

Ｖ（ui）＝ん'戒ＩＤ＝一定
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う。したがって，経理・財務部門の簸適な規模を

理論的に兇いⅡ｣す必要`性がある。本稿の目的は，

このような期待に答えるべくさまざまな分析方法

を模索した。しかし，困難なのは分析のベースと

なる基礎的データの収集である。

ここでは日本企業の予算管理の実態調査を目的

として行われたアンケート調査に，本社部門の経

理と財務部門の人数を問う項目を含め，その回答

企業のデータを使用した。しかし，上述したよう

な組織榊造の内容は不明確なので，さまざまな問

題を含んでいる。それにもかかわらず，本稿で展

開されたさまざまな分析方法は，結果的に事実を

説明するのに有意となっている。

もし，企業が自社の最適規模を知りたければ，

ここで示されたいくつかの分析結果一回帰方

程式一を併用してみればよい。そして，それ

ら複数の結果から，いずれも理論値を下回る規模

であるならば問題ないはずである。しかし，たと

え理論値を上回るケースがあったとしても，それ

を説明できる組織上の要因があるならば問題ない。

（本稿のテーマを研究するにさいして，同僚の

経営学部教授である鈴木武氏に統計手法に関す

る助言をいただき，またＰＣによる計算まで手を

煩わせた。ここに心からの謝意を表したい）

完成；1995年12月14日（赤穂浪士討入りの日）
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図（１）全産業
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図（２）売上高と､圃自員数の関係（ａ社除く）
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図（３）売上恵と從猿員数の関係(観滅）
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図（４）売上高と従莱負数の関係(建設）
単位･千６
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単位･千
売上高
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図（５）売上高と従莱日数の関係(画鰻）
単位･千鋼
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図（６）売上高と蛭理･財務従業貝数の関係噸
函
麺
麺
麺
麺
、
日
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醤

； 157 

１
１
 

0 

単位･千売上高

図（７）売上高と経理･財繍疋蒙貝数の関係(t8i砿）囲
遡
⑫
麺
麺
血

醤

鬼上高 里位･干

図（８）完L上窩と軽理･財祷斌uORHの関係(i図設）娼
鞄
雲
調
露
四
幅
旧

単位･千売上高
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図（９）1足薬員数と軽理・財務の関係
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図(10）従莱貝散と怪理･財務の関傷(6噸H）
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図(11）１足藁貝政と軽理･財壗(化学）
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図(12）従莱貝駁と経理･財務(造船・自ﾛｶ国）田
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単位･千従菜員数
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